
要旨 背景 | 企業による生物多様性への取り組み

方法・調査対象

結果 | モデル事例【三重工場 桧尻川の活動】 | 社内展開の過程で見えてきた課題

| 課題への対策（上記②への対応）

三重工場は三重県伊勢市に位置。タイヤ生

産設備の冷却水を井戸から取水し、桧尻川

へ排水（370万t/年、右図①&②）。

2012年に生物多様性保全活動を先駆的に

開始。桧尻川（宮川水系 1級）で水温・水

①工場と地域の生物多様性との関係に地域差がある

水を使わない工場は？

②活動が事務局の外へ広がらない

経営層・従業員への浸透不足

③同定や分析能力の向上

地域のNPOや大学等の協力

④外部からの評価不足

説明機会・協働が不十分

図１ 企業の生物多様性への取り組みの変遷
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量・水質（pH、DOなど８項目）・水生生物をモニタリングし、保全活動を行うほ

か、宮川水系に注目して河口部の大湊海岸、工場ビオトープ等の活動も実施。

本報告では桧尻川の活動を主対象に、三重工場および国内外各工場・製造所の担当

者ヒアリング、モニタリング/保全活動への参加、提供データ等をもとに、情報整理

と課題抽出をおこなった。

• 調査で、工場が排水しな

いと水量・水質とも悪化

することが判明（図３）

• お盆等の生産休止期も排

水を継続し水環境を安定

させることを決断

• 調査、データ整理を従業員が主体的に

実施。排水先に絶滅危惧種を含む多様

な生物がいることを従業員が認識

• お盆に魚の大量死。住民：「横浜ゴム

が変な物を流しているのでは？」
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図２ 三重工場周辺図

生態系モニタリングは、企業が地域の生物多様性保全に取り組む有効な手段となる

教育面：地域の生物多様性と企業との関係を従業員が理解する機会を提供

保全面：保全活動へと発展し、実際に地域の生物多様性保全に貢献

CSR面：情報発信を通して、ステークホルダーの評価が企業にフィードバック

企業が取り組む地域の生物多様性モニタリングと保全活動への展開

～横浜ゴム株式会社の活動を事例に～

北澤 哲弥・永石 文明 （株）エコロジーパス

P2-478

図３ 地点③における水質調査結果
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科 種
キュウリウオ アユ
コイ コイ
コイ ギンブナ
コイ オイカワ
コイ カワムツ
コイ アブラハヤ
コイ カマツカ

“本業”と”社会・環境”の２つの流れ

イベント 内容 2013 2014 2015

出前教室
学校での講演や外来
種抜根等の協働作業

2回
60名+α

3回
n.d. 名

3回
328名

全体活動（桧尻
川清掃活動他）

行政・自治区と協働
での清掃活動

2回
60名

2回
68名

2回
87名

活動報告会
行政・地域住民、他
工場等への活動報告

1回
60名

1回
30名

1回
49名

地域住民懇談会
地域自治区を招いた
意見交換

2回
76名

2回
36名+α

2回
52名

生物多様性保全
活動

モニタリング、ワー
クショップ等

52回
1103名

54回
933名

62回
716名

自治会長からの声

「これまでは横浜ゴムが汚れた水を流していると

勘違いしていた。説明会でそれが誤解だと分かっ

たので、地区の住民にそれを説明した。これから

は地区のみんなで横浜ゴムさんを応援します」

生態系
モニタリング

生物多様性
保全活動

情報公開

経営層・従業員の理解・参画

担当者との企画

生産拠点が依存する地域の生態系サー

ビスや生物多様性保全の視点が乏しい

科 種
ドジョウ シマドジョウ
ドジョウ ドジョウ
ボラ ボラ
メダカ メダカ
カジカ カジカ
タイワンドジョウ カムルチー
ハゼ トウヨシノボリ

表１ 桧尻川で記録された魚類

※カジカ：県絶滅危惧Ⅱ類

※メダカ：県準絶滅危惧種（ミナミメダカ）

A

6.0%

B

59.5%

C

15.5%

D

11.9%

E

7.1%

凡例

A 面白い等の単純な感想

B 生き物や川への関心向上

C モニタリング調査の手法、保全活動等への気づき等

D 自分の行動を変える、スキルアップ、活動の改善など

E 地域の課題への気づき
図５参加者の体験後のコメント類型

平塚製造所では、将来の経営層を担う人材が交替で

モニタリングに参加（年間100名前後）。参加後、

調査・保全活動の意義（C)、個人や企業の行動変化

の必要性(D)に言及した参加者は27%だった。

モニタリング参加を通した

生物多様性保全活動への理解

促進及び参加意識の向上

N=84
(2014年)

• モニタリングとともに、河川清掃など保全活

動を地域住民共同で実施。報告会や懇談会な

どで情報を積極的に開示（表２）

写真 桧尻川での魚の大量死

表２ 外部に対する情報開示のイベント（年度ごと）

図４活動プロセスと課題の整理

企業による生物多様性保全の取り組みは進みつつあるが、

生産拠点を支える地域の自然を対象に、生物多様性の保

全に取り組む事例はまだ少ない。

本発表では横浜ゴム（株）を事例に、地域の生物多様性

保全に対する企業が行うモニタリング調査と保全活動の

有効性および課題について検討する。

三重工場では排水先河川において水量・水質・水生生物

を調査し、水量確保と水質改善の両面で工場からの排水

がメダカ等の水生生物の生息に重要な役割を果たすこと

を示した。この結果を受け、三重工場は生産休止期間も

排水を継続することを決めた。さらに調査の継続、地域

協働による保全活動、出前授業等へと活動を広げ、工場

に対する地域住民の意識も改善された。

本事例は、企業によるモニタリングが企業自身やステー

クホルダーの行動を変化させ、生産拠点が依存する地域

の生物多様性保全に有効な手段となることを示した。

本活動を他工場・他企業へと展開する上で配慮すべき課

題も明らかになった。企業と地域の生物多様性の関係性

評価、同定・分析能力の向上においては、生態学者のサ

ポートが非常に重要。

横浜ゴム（株）では、三重工場をモデルに国内外工場

でも生物多様性の取り組みを進めているが、その中で

複数の工場に共通する課題が明らかになってきた。

まとめ

本業：バリューチェーンやサプライ

チェーンに注目。グローバル

社会・環境：ステークホルダーに注

目。敷地内～グローバル


